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  The establishment of a Japanese government ordinance on opium administration in 
Guandong Leased Territory, the aim of which was to implement opium administration 
in accordance with the Hague Opium Treaty, resulted, in fact, in virtual permission of 
open opium-smoking in the region. Japan had been accused of being the major agent 
responsible for the abuse of opium-smoking in China during the early 1920s, and the 
establishment of a new opium ordinance to deal properly with the issue in the region 
could otherwise be a good chance to soothe the accusation, and lead easily to raise 
Japan's prestige as "One of the Five Powers". Therefore, the result means that the 
Japanese government failed to take responsibility as a Great Power to make an active 
contribution in laying the foundation for an international co-operative system to control 
and extirpate the evil of opium-smoking. This proves to have been a diplomatic blunder.
  One of the factors in the government's failure is the weight of opium revenue. It was 
very obvious that the Japanese would have run into financial difficulties, if there would 
not be opium revenue at all, or not a sufficient amount of it. The Japanese government 
gave the stability of ruling Guandong precedence over taking its responsibility in the 
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けがそうだと言うのではない。たまたま外務省の行動に顕著に表れたというだけであって，
日本政府全体についてそう言っても，決して誤りではないだろう。
　このように見てみると，原敬内閣が関東州と青島に於ける阿片制度の廃絶を閣議決定し，
外交ルートを通して世界に公表したことは，世界の潮流に棹差そうとする意志の表れと解
することができるし，国際社会での責任を果たそうとする姿勢がまだしも見られるようで
ある。このような観点から19年の閣議決定の成立過程を検討してみると，原内閣の外交姿
勢について新たな視角からの評価が生まれる可能性があるように思える76）。これは今後の
宿題としておきたい。
　ところで，関東州の阿片制度を廃絶することができず，従って「大国としての責任」を
果たさないという結果を招いた大きな要因の一つは，阿片収入の財源としての重さであっ
た。関東庁への本国からの「仕送り」は乏しく，しかも，それは専ら関東庁という役所の
維持管理に充てられていたようである77）。そして，現地住民の生活に直接関係する費用は，
その大半を阿片からの収益に依存していた。阿片収入なくしては，関東州の経営に大きな
支障をきたすことが明白だったのである。それが，日本政府の行動を縛ることになった。
つまり，日本政府は，国際社会での責任を果たすよりも，租借地統治の安定を図る方を優
先したのであった。
　阿片収入への大きな依存は，関東州に限ったことではなかった。台湾阿片問題研究の先
駆者である劉明修は，「植民地経営の初期の財政負担は，本来領有国が支払うべきもので
ある。日本の台湾経営の場合，日本は逸早く台湾で現地調達を成し遂げた。この日本が支
払うべき負担の多くを代替したのは，台湾の阿片吸食者が支払った……阿片収入であっ
た。」78）と述べているが，関東州でも同様だった。台湾で行なわれたことが，そのまま関
東州に持ち込まれ実施されたのである。
　このことの意味は，ドイツの膠州湾租借地の経営と比べるとはっきりする。ドイツの租
借地統治機関である膠州湾総督府は，最初は独自財源を殆ど持っていなかった。1906年頃
からようやく独自財源が総督府歳入の10％程度を占めるようになり，1909年度以後は駐屯
76）服部竜二はその著『東アジア国際環境の変動と日本外交　1918−1931』（有斐閣，2001年）の
中で，『日本政党政治の形成』に於ける三谷太一郎の主張を，原内閣における「戦後外交の転換
を強調する……戦後外交転換説」ととらえ，これを批判しつつ，同内閣の時にも「日本の勢力圏
外交という従来からの方式が巧妙に継承された」という「勢力圏外交連続説」を唱えている（４
〜６頁）。服部説は，第１次大戦後の日本外交を中国を巡る国際政治の中でどのように位置付け
るのかという古くて新しい問題に重要な論点を提示しており（川島真，服部竜二編『東アジア国
際政治史』名古屋大学出版会，2007年，108頁），今後の更なる議論の深まりが求められている。
77）前掲『関東局施政三十年史（上）』726頁，及び前掲『関東庁施政二十年史（上）』101頁。
78）劉明修『台湾統治と阿片問題』（山川出版社，1983年）113頁。
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軍費以外の統治費用を自弁できるまでになった。つまり，ドイツ本国は，総督府が財政的
に自立できるようになるまで十年余り「仕送り」を続け，その間，総督府は直轄事業の育
成とそれによる財政的自立に努めたのである。勿論，ドイツも租借地で阿片制度を実施し
ており，初期には阿片税が重要な独自財源であった。しかし，その財政的意義は1909年度
から急速に小さくなっていた79）。
　一方，日本の場合，阿片収入への依存度が高かったのは関東州や台湾だけでなく，1914
〜 22年の青島の統治でも同様だった80）。「仕送りが」不十分で，その不足分の多くを阿片
収入で賄っていたのである。阿片収入への依存度が高いことは，財政が安定していたとは
決して言えず81），従って，これら各地における日本の統治の足腰はそれだけ弱かったと見
るべきだろう。「仕送り」が十分でなかったことは，同時にまた，本国の財政力が弱かっ
たことの結果でもある。要するに，敢えてこの当時に限ってのみ言えば，日本は「帝国」
としての実力が十全には備わってはいなかったと見ることができよう。
　もっとも，帝国統治における阿片収入の財政的意義は，例えばイギリスの香港や海峡植
民地に於けるそれと厳密に比較検討してみなければ，軽々に結論を出せるものではない。
この課題の遂行もまた，今後の宿題としておかなければならないが，ともかく，関東州阿
片令制定の過程から浮かび上がって来た「大日本帝国」は，決して「大国」にふさわしい
偉丈夫の姿をしてはいない。これを一応のまとめとして，本稿を終えることとする。
本稿は科研費（基盤研究C 18520522）の助成を受けた研究成果の一部である。
79）以上，拙稿「膠州湾租借地におけるドイツの阿片政策」『大阪産業大学論集　人文科学編』84号，
1995年３月。
80）前掲拙稿「青島における日本の阿片政策」。
81）前掲宮尾舜治の発言。
